
全ゲノム解析等に係る事業実施組織の立ち上げについて

日本ゲノム医療推進機構（Genomic Medicine Japan）

■名称
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■発足時期

2026年３月30日

■体制

国立がん研究センター内に発足（委託事業）

機 構 長 ：水澤 英洋（国立精神・神経医療研究センター名誉理事長）

運営委員会 委員長：中山 譲治（元日本製薬工業協会会長）

GeMJ：ジェムジェイ

■略称



全ゲノム解析等実行計画に係る実施体制（令和8年）

2

・ELSI委員会
・利活用審査委員会
・患者・市民パネル

運営方針・戦略の策定
業務執行に必要な重要事項の決議・管理監督

報告等

厚生労働省

基本方針の提示、

事業状況に係る指示

日本ゲノム医療推進機構（G e n o m i c M e d i c i n e  J a pa n）

解析、提供方法の提示・管理 定期報告 審査、データ提供 利活用申請

研究班① 研究班②

定期報告

基本方針、
事業状況に
関する審議

委託

研究班③

【患者への解析結果提供】

・全ゲノム解析における患者還元の
統一的な方法の検討・管理

【データの利活用】

・解析データの保管

・解析データの利活用（コンソーシアム）
情報基盤

運営委員会

全ゲノム解析等の推進

に関する専門委員会

厚生科学審議会

事業企画・運営部 患者還元・解析部 利活用推進部 AI・IT基盤部

機構長

AMED研究班 企業 アカデミア



２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

「全ゲノム解析等実行計画2022」（令和４年9月策定）を着実に推進し、国民へ質の高い医療を届けるため、がんや
難病患者を対象とした全ゲノム解析及びマルチオミックス解析等を実施することで得られる全ゲノムデータ、マルチオ
ミックスデータ、臨床情報等を搭載した質の高い情報基盤を構築し、民間企業やアカデミア等へその本格的な利活用を
促し、診断創薬や新規治療法等の開発を開始する。また、解析結果等の速やかな日常診療への導入や、出口戦略に基づ
いた新たな個別化医療の実現についても更に推進する。

１ 事業の目的

がん・難病の全ゲノム解析等の推進事業

■革新的がん医療実用化研究事業/難治性疾患実用化研究事業
「全ゲノム解析等に係るAMED研究班」は、解析状況等を専門委員会に報告し、

AMEDによる適切な進捗管理のもと、 事業実施準備室と連携し、研究を行う。

➢ これまでの事業実績
令和２年度から令和６年度までに実施した全ゲノム解析の
データ格納症例数は

約31,078症例

■がん・難病の全ゲノム解析等の推進事業
○我が国における全ゲノム解析の研究やその成果の患者に対する医療への実装、
研究と医療実装の好循環を進めていくため、事業実施組織においては主に下
記のような役割を担う

（１）全ゲノム解析等の結果及び成果の速やかな患者還元支援
（２）個別化医療の推進支援
（３）質の高い情報基盤の構築と運用
（４）患者・市民参画推進、国民向けの情報発信・周知活動支援
（５）ＥＬＳＩ支援
（６）人材育成支援

国

AMED
補助金

事業実施組織

日本医療研究開発機構
（AMED）

研究者
民間事業者 等

令和８年度当初予算案 がん・難病の全ゲノム解析等の推進事業 13億円 (13億円）※令和７年度補正予算額 46億円

革新的がん医療実用化研究事業 約89億円の内数 （約89億円の内数）

難治性疾患実用化研究事業 約86億円の内数 （約86億円の内数） ※（）内は前年度当初予算額
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